議会基本条例検討特別委員会会議録（要旨）

日　時　平成24年11月14日(水)

午後1時30分～午後2時20分
場　所　長久手市役所　2階委員会室
出席者　委員長　丹羽茂雄、副委員長　水野とみ子、
　　　　委員

すえ規代、青山直道、正木祥豊、原田秀俊
じんの和子、川合保生、　　

議長　伊藤祐司、副議長　加藤和男、
議会事務局長、同局長補佐、同専門員
１　あいさつ
　　議長

２　議題

（1） 視察のまとめ
（委員長）

10月16日（火）17日（水）の視察（静岡県島田市議会、神奈川県湯河原町議会）の
総括（参加者の意見と所感）を聞く。
　　　（委員）
     ・本市議会で議会基本条例を策定するとなれば、自治基本条例とのすり合わせが必要で
ある。議会だけで議会基本条例を制定するのは拙速である。
　　 ・議会改革をするためには議会基本条例の制定が必要である。島田市議会は合併をして
いるため各地区で議会報告会を行っている。本市にあった議会基本条例をどうするか
具体的に考えないといけない。地方自治法の改正もあり、法律の勉強も兼ねながら自
治基本条例との整合性を注意する必要がある。議会として市民に対してどのような責
任を持つかが重要であり、また、議員改選で議員が変わっていくので、継続性のこと
を考えても、パブリックコメント等市民も巻き込んでやっていかないといけない。
　　・議員改選ごとに議会運営が変わってはいけないので、住民に対し議会基本条例を示し

ていかないといけない。湯河原町議会は短い期間で検討し、町民の意見を取り入れた

議会基本条例の制定ではないのであまり参考にならず、島田市議会の方が学んでいく
ところがある。議会報告会で議会基本条例を策定していくことを住民に示しながら、
時間をかけて策定していけばよい。視察先の議会基本条例をみると既に本市議会でも
かなり議会改革を行ってきていることを感じた。
　　・自治基本条例との整合性をはかるべきだ。
　　・島田市議会は参考になったが、本市議会でも今まで既に議会改革を行ってきており、

問題もない。議会基本条例を市民が策定しなくてよいといえば策定しなくてもいい。

拙速に進めるべきではない。

　　・自治基本条例はどこまで進んでいるのか。

　　 （議長）

　　　意向調査は行ったと聞いている。

　　 （委員）

　　・条例は議会が可決して成立する。その点から考えれば、自治基本条例は議員が制定す
るという意味もある。

　　 （議長）

　　　そう考えると、議員が自治基本条例の検討作業に加わり、その議案を議員が審議する
のはおかしい。他市町では上程された議案を議会で継続審査とし、慎重に審議すると

ころもある。
　　 （委員）

    ・議会基本条例は、理念条例なのでこれを制定したから議会が変わるわけではない。市
民に聞くにしても何を聞くかきちんと決めないといけない。

　　 （結論）
議会基本条例の制定は拙速に進めるべきではない。どのように住民の意見をくみ取る
かも重要である。長久手市議会は、既に議会改革を行ってきている部分もある。自治
基本条例とのすり合わせをするためには、市当局で自治基本条例をきちんと進めても
らわないとできない。現状では、自治基本条例の制定が明確になっていないので、二

つの条例の整合性をはかる必要がある。
（2） 長久手市議会の議会改革の取組みについて

　　　（委員長）

実績の確認と他議会との比較、検証を行う。
　　　（事務局）

　　　長久手市議会がこれまでに行った議会改革の取組みと東海４県の市議会が平成23年

に行った議会改革の取組みにについて説明。

議会改革検討機関の設置をしている市はかなりの数になる。議会基本条例は、愛知県
では岡崎市、半田市、犬山市、新城市、高浜市、岩倉市、日進市が制定し、尾張旭市
は検討中である。議会報告会は、愛知県では半田市、津島市、豊田市、犬山市、小牧
市、岩倉市、日進市、田原市が行っている。一問一答は、愛知県では豊川市が平成23
年に試行し、尾張旭市は実施をした。反問権の付与は、静岡県では伊豆市が質問権を、
愛知県では知立市が実施している。議員定数、報酬等の削減は静岡県、愛知県、三重
県では少ないが、岐阜県では、羽島市、美濃市、恵那市、瑞穂市、下呂市が実施して
いる。議会中継・配信は、委員会のみ、本会議のみ、本会議一般質問のみのところが

ある。委員会の中継・配信では、予算・決算委員会を対象としたところがある。また

方法も、中継・録画配信とそれぞれの実情に合わせて実施している。
以上の結果、東海４県の他市議会と比較しても、本市議会は議会改革が進んでおり、比較対象とした項目で取組みがないものは反問権の付与だけと考える。
　　 （委員長）

　　　今後、議会基本条例の検討をどのように進めていくか。

　　 （委員）

　　・成文化よりも以前から本市議会は議会改革については取り組んできた。例えば、代表

質問の関連質問時間を１人５分認めること等、段階的にやれるものを行っていけばよ

い。

　  ・通年議会や反問権について他市町の状況を見て行ったらどうか。
　  ・地方自治法の改正で議会関係部分の勉強もしていかないといけない。
　  ・議会中継・配信は、一般質問だけでなく、議案に対する質疑や討論、採決も行うかの
検討が必要である。また、自由討議、議員提案の条例についても勉強する必要がある。
　  ・本市の議場にはカメラがなく、議会中継・配信を拡大すると費用がかかり予算の問題がある。
　　 （委員長）

　 　 他市町のよいところだけを取って早く作っても意味がない。ある程度のたたき台を作
っておいて、自治基本条例の制定時期に合わせてやるのか、または、次の任期の議員
に引き継ぐのか方向性を決めてはどうか。
　　 （委員）
　・現議員の在任中にたたき台を作ってはどうか。定期的に議会基本条例検討特別委員会
を開催してはどうか。
　   （結論）
　　  自治基本条例をおいたまま、議会基本条例の検討だけ進めても二つの条例の整合性が
取れない。議会基本条例検討特別委員会は２カ月に１回等の開催とし、自治基本条例
に対する市民の考え方（市民意識調査）や執行部の今後の進め方を確認したい。
３　その他

　  次回会議の調整

　　視察報告書提出　11月20日（火）提出期限
次回の議会基本条例検討特別委員会は、平成25年1月11日（金）午前10時からとする。






